「第1回高知県犯罪被害者等支援条例検討委員会」

開催日時：平成30年12月25日（火）14：00～

委員氏名：明坂通子、大野正貴、岡田一枝、川本哲郎、武内孝幸、田村壮児、田村裕、

中島香織、廣瀨真理

議題に入る前に、事務局より、資料１～７の内容について一括して説明を行う。

議題（１）委員長の選任について

委員より、推薦等があがらなかったため、事務局より川本哲郎氏を推薦し、委員の承認を得る。

議題（２）高知県犯罪被害者等支援条例の制定に向けて

（資料３について）

委員長より　

・現在、地方自治体（特に都道府県）において、条例の制定がかなり進んでいる。

・委員長が把握しているだけでも、大阪府、三重県、和歌山県で現在条例の制定を検討中。
・近いうちに全都道府県において、条例が制定される状況なので、高知県において、制定
に向けた計画が立てられているのは、当然のこと。
議題（３）犯罪被害者等基本法の状況

（犯罪被害者等基本法について）
委員長より　
・基本法について、２点確認を頂きたいことがある。

・（１点目）犯罪被害というのは、国民の全ての人に起きることであるので、国から支援を

受ける権利がある。上から目線で被害者の人を助けてあげるというような姿勢には、か

なり反発がある。

・（２点目）途切れのない支援が重要ということ。一番最初に犯罪被害者に会うのは警察、

あるいは、けがされた場合は病院ということになるが、犯罪被害者支援というのは、そ

れから後ずっと続いていくので、特に社会全体で犯罪被害者を支えるということが、非

常に大きなテーマとなる。国も都道府県も市町村を始めとして、国民全体で犯罪被害者

を支えるということが重要である。

（財政措置について）

委員

・基本法をベースに条例は考えていくということになると思うが、基本法では自治体の責　

　務が規定されている。

・大体、一般的に法律で地方自治体が責務を課される場合は、財政措置がそれとセットに

なっていると思う。施策についても、その財源や、その根拠のようなものが、それが一つのベースになると思うので、そこがどうなってるかご説明いただきたい。

事務局
・国から直接、交付税措置等されたものは、事務局として把握できていない。

委員長

・恐らく条例の作り方というのは、基本法をベースにして作っていき、その先行の条例を

参考にして、それのバージョンアップを図っていくというのが大体のやり方である。

・財政措置についても、自治体によってかなり姿勢は異なっている。自治体の財政状況と

いうのもあるし、当然その取組姿勢というのもある。したがって、ここではできるだけ

全国のものを参考にしながら、いいものを作っていくということになるかと思う。

　
委員

・もちろん、国が財政措置をしてないからしなくてかまわないということでは決してないと思う。当然、その自治体の主体的な判断でやるべき施策というのはあると思うが、ただベースとして、どんなものがあるかということを、押さえておくべきではないかということでご質問させていただいた。

委員

・他県の条例を見ると、財政措置については「努める」条項のものと、「講ずる」条項のも

のがあるかと思う。最新の条例、例えば福岡においては、「努める」条項である。どういう収まり方がいいのか。

・「講ずる」という表現の条例はあるか。その辺りの落ち着けどころを事務局のほうでお願

いしたい。

・国自体は、一定の財政措置を行っている。今各県のほうも行っているようであり、この

辺りが被害者支援のひも付け予算といえる。県の現場において、現状はどういうふうになっているか。

委員長
・「講ずる」って書いてあれば、「通常はそういうことをする」ということになる。「努める」っていうのは努力義務である。「そういう努力をします」という意味になるので、そこは大きく違う。「講ずる」と書いてあっても、これは必要的で絶対しなければいけないということになるのかどうかというところもあるし、その実態との関係が出てくるので、そこのところが財政的なところでは非常に重要という感じはする。

・財政措置については、従来、内閣府が担当していたが、3年前から警察庁に移管した。警察庁のほうでも、都道府県を通じての支援というのはあるが、先ほど申し上げたのは、ダイレクトに支援をされてるのがないということ。つまり、国としたら間接的になってしまっており、給付金以外は都道府県から市町村というところに任せるというような感じだと思う。

議題（４）全国における犯罪被害者等支援条例（特化条例）の内容
（資料６について）
委員長
・最初に、施行日を見ていただきたい。先行条例を参考にしてバージョンアップをかけているような感じなので、やはり近いところのものを重点的に見ていくのが、一番いいかと思う。それでいくと、北海道、埼玉県、富山県、滋賀県、福岡県、佐賀県、大分県、名古屋が、平成29年～30年に掛けて、比較的最近、条例を定められたところである。これらベースにして、それをさらにいいものにしていくというのが、一つの手法だろうと思う。

・滋賀県では、犯罪被害者等支援推進協議会が規定されている。今、連携が重要だという

ことで、大阪でも同様のものを作っている。

・この検討会議でも、いろんな団体から来ていただいてるのは、今後の連携をにらんで、各界からいろんなご意見をいただくという趣旨である。そういう常設の機関を置いてしまうというのが、滋賀県のやり方である。大阪も同じようなやり方をしている。ただ、これはいろいろ事務的な問題や、予算の問題も出てくるので、検討が必要だと思う。

・それ以外に学校における教育であるとか、財政上の措置とか、いろいろ出てくるが、こ

こでまずは最初にご質問をお受けする。

委員

・大阪府の検討会に、委員長さんが参加されてるというのを聞いた。正に最新で検討されてるということと思うが、そういう中でどういうことが論点になってて、新しい独自なことをされてるということがあれば、教えてもらいたい。

委員長
・大阪は、現時点ではまだ、条例は出来上がってないが、それをベースにして、連携機関

が置かれている。その中で、いろんな事例の検討を行ったり、色々な機関が集まって、定期的にこういう会合を何か開催して運営していくというようなことを考ているのが、案の段階の一つの大きな特徴である。

委員
・観光旅行者に対する支援という独自規定ということについて。高知には、お遍路文化というものがあり、また、よさこい等、地元の大きなお祭りもある。最近は、外国人も非常に目立ってきている状況であり、そういう方たちに対する支援というのは盛り込んでいただきたいと思う。

・そういった旅行者、一時滞在者に対する支援条項をふんでるものが京都以外にあるのかどうかというのが1点。

・民間支援団体に関して。直接支援員と相談員の登録について、これもどうしても民間支援団体だと、定着率が悪いとか、高齢化が進むとかいうようなことがある。

公安委員会のほうで、資格認定の相談員なんかをするが、そういう方たちを自治体が名簿を作って認定するような案みたいなものが、他府県であるかどうか。多分私知る限りではないと思うが、もし入れるとしたら、そこら辺に対する考え方というのは、どういう考え方がいいのか、お教えいただきたい。

委員長

・観光客については、京都市に観光旅行者等に対する支援があり、条例制定は平成23年であり、全国で見た場合、中間の時期に制定されている。

・私も少し関わったが、先行の条例を参考にして、京都市独自のものを何か出したいとし

た。そのときに何か大学が多いから大学との連携や、観光業者、観光客の方の支援をするというようなものを入れた。

・今のご質問について、観光客というのは、多分これしかないのかなと思う。ただ、一般的なことで申し上げると、ある自治体で通勤・通学で来てる方が被害に遭った場合。つまり、高知市以外の住居があって、高知へ通勤・通学で来て、そこで被害に遭った場合に支援の対象になるのか。これをどんどん広げていくと、何かかなり対象が大きくなってくるので、それと重なってくるというのはある。自分の地元で支援を受けられるし、通勤先・通学先でも支援が受けられるということをどのようにに調整するのかという問題はある。さらにいえば、国外。外国行って被害に遭った場合どうなのかということもある。

・1つの大きなテーマは、いつでも、どこでも、誰でも、同じ支援を受けられるというのが1つの重要な課題である。東京であれ、京都であれ、高知であれ、同じやはり被害者支援を受けられるというのが大事だろうと。だから、また高知でも詰めて考えていただきたいと思う。

・相談員の登録のほうだが、ご指摘のとおり自治体でっていうのはないと思うが、それぞれの支援センターの活動を支えるというか、協力する、連携するのはやっぱり自治体だと思う。だから、支援センターと高知県、高知市、それ以外の市町村が連携して、相談員を養成していくというような試みがないと、相談員になりたいという方がいても、相談員の養成に関する情報を把握していないというケースがかなりあるように思う。もし、それぞれの地域で犯罪被害者支援が重要だという情報が広がれば、相談員も増えると思う。

委員

・若干動機に不純なところがあり、もしそのような登録制度が自治体にできれば、認定するのは公安委員会なので、先ほどの財政上の措置にも少し関係あるが、支援相談員の現状がボランティア性が非常に濃いので。この辺りも、やはり長続きをしてもらうという意味で、自治体からの少しの助成なり、そういう主旨の活動というか、労働局の方もおられるので、最低賃金の問題があるが、その辺のことの若干手当も期待をしてのことで、今一度申し上げた。

委員長
・高知の市長会、町村会からも来ていただいているので、できればご意見を伺いたい。

委員
・毎年、高知県の34市町村から補助金を出していただくためのヒアリングをこうち被害者支援センターに対して行っている。私は、その補助金の審議会の幹事をしているが、その審議会に通ったものが34市町村から負担をしていただけるという流れになっている。

・先週、ヒアリングがあり、その場で9件ぐらい申請が上がってる中の1つに支援センターさんからの申請があった。そういった形で市町村も、支援センターさんには補助金を出さしていただいている。

・全体の事業費を見ると、国からの交付金だったり、県の補助金はある。そういったものを全体として、事業費は組まれており、市町村もですがお手伝いはさせていただいているという状況である。

委員長

・人的なところはいかがか。今のご質問の中で、その相談員をその自治体でということ

だが。

委員

・ヒアリングの中ではあくまでも金銭面のお話が中心で、説明に来られた局長さんからそ

ういった具体的な、先生のおっしゃったようなお話を承ったことはない。

委員
・私ども高知市役所の副市長がその審議会の座長になるので、口添えをさせていただく。

・高知市を中心に34市町村が今年の4月から「れんけいこうち」という広域で行政活動を始めている。それぞれ、市町村の濃淡はあるけれども、必要性をどこも感じると思うので、できる限り情報共有なんかで協力していきたいと思う。

委員長
・北陸の方たちがディズニーランドを目指して高速バスに乗られてて、群馬で事故に遭われた事例があった。そうすると、群馬の病院に入られて、最初は群馬の被害者支援センターが支援したが、そのうち、回復されたら実家に戻られるということで、群馬県警と石川県警、富山県警、そして、支援センターも引き継ぐというようなことになる。そのような状況下で、他府県との連携があれば、高知県の中のある市で事件が起きて、被害に遭われたのは別の市町村の方という場合で、連携が必要なときに、その市町村で担当者がおられるかどうかで物凄く状況が違ってくるんだっていうことは聞いているので、その点を一つご協力のほどよろしくお願いしたいと思う。

事務局

・今現在、県内の市町村については、全市町村で相談窓口の設置がされているという状況である。警察庁のホームページのほうにも、全国の市町村の窓口が掲載されている。

・各市町村の所管課を対象にブロック会を県が開催し、情報提供・情報共有を行っている。また、市町村の職員の方に、性暴力の被害者支援ハンドブックなどもお配りしたりしている。

委員長
・教育面でいえば、私もいろんなところで会合に参加したり委員になったりしているが、弱いのが教育現場なのかなという気がしている。1回教科書を調べたことがあるが、高校の教科書にも、犯罪被害者支援に関することがほとんど載ってない。載ってるとしても1行で、5行ぐらい書いてあるのが1社。確実には書いてあるが、犯罪被害者の支援が重要だとか、犯罪被害者の人権という問題があるとか、それだけである。

・大学で教えているなか、被害者の方に来ていただいて話をしていただく機会があるが、そのときの大体の学生の反応は、「初めて聞いた」、「こういう問題に初めて接した」というようなことになっている。教育現場のほうはいかがか。

委員

・スクールカウンセラーの立場としては、学校の先生方にいろいろな被害者支援についてご説明することはあるが、私自身が生徒さんに犯罪被害の説明とかは、まだしたことがない。先生方には研修等で説明させていただいている。

委員長

・学校の場合、なかなか難しくて、教育委員会というのがありますから、ダイレクトに市長さんが何か言ったらそれで実現するというものではないので、それは教育委員会レベルで取り組まれていることである。

委員

・今即答できないが、高知新聞にもよく出ているが、被害者支援の担当の方にご尽力いただき、高校等で、被害者の方の講演が開催されている。生徒さんへの生へのお話はとても訴えるものがあるというのを、私は知っている。ただ、委員会の組織としてどういう考えかは、答えられなくて申し訳ない。

委員
・おっしゃるように、十分なことができているかというと、そういうことではないかと思う。というのも、教育現場では、勉強することがいっぱいあって忙しい。例えば人権問題に関しても、犯罪被害者の対応に関してのほか、例えばいじめやネット問題とかがあるし、その他にも、消費者教育、租税教育等、勉強しなくてはいけない課題がいっぱいある。その中で優先順位を決めながら勉強しているというようなところがあるので、なかなか十分ということには難しい面はある。
委員長
・今、出てきましたネットの名誉棄損というのもかなり大きな問題で、犯罪被害者についての情報があっという間にSNSで拡散したり、被害者支援センターさんからも、検討を要する課題の中にも出てきますけど、それがいじめの防止にもつながるというところがあるので、学校現場の話は非常に重要な課題だと思っているので、よろしくお願いしたい。

委員
・労働局では、犯罪被害者の被害回復のための休暇制度の普及を図っている。事業主の方に犯罪被害者という特に配慮を必要とする労働者の方々の状況についてご理解いただき、休暇制度を設けていただくよう周知活動を行っている。

・犯罪被害者の方が会社内で二次被害に遭い、労使間の労働者と事業主との間の粉争になってる場合は、個別紛争解決援助制度をご利用いただくようにはしている。

委員

・実際、どういうことが起こってるのかを知っていただくと、特にないんだと思いますね。

・今の労働局のお話もありましたけれども、SNSなど、どんなことが実例として県内にあるのかなということを次に説明させていただいたらいいかと思う。

委員長

・分かりました。また、事務局のほうでご検討いただくということで。

委員

・この犯罪被害者の件については、市町村のほうでそれぞれ窓口を設けているところだが、デリケートな部分があり、特に相談を受けるスキルや知識が必要になってくる。

・職員がそこまでのスキルを持てるかというと難しいところがあるので、ネットワークで連携をして情報もいただきたいし、また研修の機会を設けていただけると大変有り難い。

・学校の教育のお話が出たが、ネットの被害や深夜の事件等、課題としては深刻な面がある。学生さんや若い方が、簡単に加害者にも被害者にもなってしまう危険性というのが大きいので、条例にその辺も盛り込んでいただきたい。

委員長
・自治体には、窓口に担当の方がおり、そこで研修が行われるが、一つの問題点は、自治体には担当者の方の交代があるということ。大体一つの職場におられるのが二、三年だが、前向きに考えると二、三年で変わられるということは、どんどん経験者が増えてくるということなので、その都度、研修を行えば、研修受けた人はどんどん増えてくる。逆に言うと1人の方が10年、20年担当をされたら、研修を受ける人は、ごく一部になる。だから、前向きに考えれば、別に職務が変わっても、研修を受けると、どんどん輪は広がっていくことが大事と思う。

委員

・検討を要する課題という資料の9ページに、人材育成体系図を載せている。これは、私が役員をしている全国ネットワークで作ったもので、ネットワークができて20年である。

・約10年ぐらい前、既に全国6ブロックに分けて質の向上の全国研修をやっております。全国研修については、自治体の方がたくさん参加し、年に1回で相当スキルの高い育成をしている。そのほかに、各都道府県にあるセンターで養成講座を開催している。これは、新聞広告等で人を集めてできる限り公開でやっている。

・ただ、やっぱり、支援員・相談員というのはやっぱり単なる座学で習得をしただけでは、なかなか人は育たない。やっぱり現場を踏んで何ぼのものということになる。実際、公安委員会規則においては、1,800時間というようなハードルの高いなか、なかなか警察庁が下げてくれない。先ほど委員さんからお話がありましたように一定のスキルがないと、二次被害等を与えてしまう可能性がある。

・各市町村、それから県の窓口も作ってもらいたいと私思ってますけれども、そこを支える人たちは、やはりそういうしっかりと被害者支援に特化した一つの要素を受けていただいて、それをいろいろと支援にいかしていただくいうことが大事だろうというふうに思っている。そういうシステムが実際に存在していることを市町村の方々にご理解いただきたい。

委員長

・次は、そのシステムを条例でさらにバックアップするということか。

委員
・そういうこと。
議題（５）本県の犯罪被害者等支援施策の現状

（労働関係）

委員長

・資料7の中で労働関係のものが出てくる箇所について、その労働の立場から何か補足をお願いできるところがあるか。
委員

・雇用の安定に関して、高知労働局等、その他の個別労働関係紛争の相談機関の紹介というのは、先ほど私が申し上げた高知労働局の個別紛争解決援助のことだと思うが、それ以外にも弁護士会さん、社労士会さん、県の労働委員会のほうでもあっせん等をしているので、そちらの紹介をしていただけるということだと思う。

・個別労働紛争関係の相談機関については、年1回ほど協議会をしており、緊密に情報のやり取り等を行っている。

委員

・先ほど被害回復のための休暇制度の説明があったが、これは3次計画の中にあるという前提で今、各労働局のほうでこの制度を各事業者に推奨しているということか。

委員

・厚生労働省のホームページに、リーフレットを掲載している。犯罪被害者の方々の状況、事件に遭ったことによる精神的ショック、身体の不調あるいは医療費の負担や失職、停職などによる経済的困窮、捜査や裁判の過程における精神的、時間的負担、周囲の人々の無責任なうわさ話や、マスコミの取材・報道による精神的被害、そういった被害を軽減し、回復するためには、犯罪被害者の方々が仕事を続けられるようにすることが重要である。企業の皆様に対しては、被害者の方の心身の不調による仕事の能率の低下や、対人関係の支障、治療のための通院や裁判への出廷のための欠勤ということが考えられるので、労働基準法による年次有給休暇以外に特別に犯罪被害者等休暇というのを設けてくださいという主旨で、就業規則の規定例などもこのリーフレットには載せている。こういったものを配布するということで、周知はしているが、企業に周知が行き渡っているかというと、正直言ってそこまではできていないと思っている。

（女性相談支援センターと関係機関の連携による雇用支援）

委員長

・女性相談支援センターと関係機関の連携による雇用支援が挙がっているが、こういう問題についてはいかがか。
事務局

・女性相談支援センターは、配偶者からの暴力・DV等、家庭環境を破壊された方、生活困窮されている方、人身売買の被害者、ストーカー被害者等の相談を受け一時保護をし、自立支援まで支援させていただくという機関となっている。

・自立支援のお世話させていただく方に就労支援の関係機関等と連携をし、繋いでいくといったような取組を書かせていただいている。

委員

・連携の中に各市町村も入らせていただいて、情報共有とか必要な相談や支援等については、常に情報連携させていただいているので、そういう形で県のほうで音頭取ってやっていただけるのは、大変有り難いと思っている。

（県警が所管している事項について）

委員長

・県警が所管されている事項について、補足されることはないか。
事務局

・事例的に見ると、犯罪被害直後の支援につきましては、多分1週間ぐらいは付添いという支援が非常に重要な支援と認識をしている。それ以外、いろんな支援を被害者又は遺族の方に説明しても、全く多分記憶に残ってないというのが今の現状である。

・犯罪発生直後から中期的ということで主に裁判の結審、並びに裁判が下りる頃ぐらいまでが、警察の支援が非常にいろんな形で出てくる可能性があるが、発生当初においては、警察として、ひとまず1週間から10日間ぐらいは付き添って被害者、又は被害者遺族の方から積極的、声を発していただくということがメーンかと。あと、10日以降それぞれ関係機関・団体の方ででき得る施策を提出していただいて、その中で実際の需要などを条例に何らかの形で反映していくのがベストかと。

・机上になると、被害者抜きで進んでしまう可能性があるということを非常に心配しておるという面もある。

委員長
・今、ご指摘のとおり直後の支援、さらには、その後の切れ目のない支援が非常に重要であると。市町村、県から社会福祉協議会、そういうところで息の長い支援を行うというのが重要だろうと思うので、そういう点もこの条例ではご検討いただきたいと思う。

（教育現場での組織的な取組について）

委員
・教育分野での組織的な取組でいうと、人権教育推進プランというのがあり、これに基づいて人権教育を進めていくということになっているが、その辺も1項目として犯罪被害者というテーマが人権課題として入っていたと思う。ただ、間違いなくその規定はされているが、現実問題でいうと、例えば、いじめやネット問題であるとか、特に喫緊の課題とかが多くて、犯罪被害者のことについて取り上げることが現実問題としては少し少ないという面はあるのではないかいうことを補足する。

（こうち被害者支援センター作成の条例案について）

委員長
・中心はどういう課題があるかという情報を共有していただき、それを基にして改善を図るというようなことだろうと思う。

・もっとこういう点について取り組んだほうがいいのではないかという点については、条例案等を、こうち被害者支援センターに作成していただいている。

委員

・先ほど雇用の関係で、例えば、全治1週間という診断にも関わらず、一泊二泊で退院をして痛みを我慢して勤務した。これはなぜかというと休むと解雇が予測されるということ。それから、被害者の立場で裁判に参加したいんだけども、仕事を休むと現金収入がなくなる。これはちょっと雇用とは若干ずれるかもしれない。警察等の事情聴取のために休暇を申請したけれども、事情聴取の必要性について証明をもらってこいという職場から言われたりなど。

・実際には、就労支援という窓口ができると、個別のことを対応できるか分からないが、センターにつないでいただければ、センターのほうから個別に事業主のほうにお願いをするというようなことでも大分違ってくるだろうに思っている。

・もっと全体的に言えば、民間支援団体としては、どこでも24時間365日いつでも、被害の直後から途切れることのないそういう良質な支援環境が被害者にもたらされるということが社会の責務であり、我々の責任だと思っている。そこで、その良質な支援というのは、正に事件が起こる前の日常を取り戻すというか、衣食住を取り戻す。極端に言えば、介護、通学、住居や仕事の確保であったり、そういう日々の生活を取り戻すこと。

・どういうふうに手を差し伸べるかというと、上から目線ということで語弊があるが、そ

のような環境づくりも我々がやらないといけないと思っている。

・今、資料の中で高知県で現実に行われている、色々な施策等があるというお話を聞いたが、私どもはやはり考えているのは、これがばらばらであってはいけない。やはり個々のこの支援の体制が縦割りであってはいけない。それがシステム化され、コーディネートされ、一つのこの全体が動きのあるものでなければならない。これを「被害者支援システム」と私は呼んでいる。

・「被害者支援システム」の構築をするということが基本法なり、基本計画により我々に求められている。それに関係してこの法的な根拠として、全国の各県そして市町村に条例ができるということが必要である。

・今、全国に48の被害者支援センターがあるが、県庁所在地に一つずつである。高知も高知市に1つだけである。四万十や室戸の方までは、とてもなかなか地理的に結び付かないので、点が点でしかない状態である。これを面にしていくためには、県下、全市町村に条例が必要であり、そして、日常生活の支援のためには、色々な機関が連携しなければならない。これは多階層のやはり支援が大事だと思う。そういうための法的根拠としての条例の制定ということを目指している。

・条例の条文に挙げるときの肝的なものは、やはり被害者支援に特化した窓口・相談室の機能を県にも市町村にも持たせてほしい。各支援のシステムもつなぐ、横断的な機能を果たすことを期待をしている。そのためには、やはり専門的なスキルを持った専門の担当の方、そういう方を配置をしていただきたい。そういう一つのシステム化したものがないということは、担当者変われば継承されていくという担保がないので、非常につらいものがある。しかし、条例ができることにより、そういうことが担保されていくということが大いに期待されると思っている。

・今回、こういう条例案を民間支援団体のほうで、出させていただきましたけれども、これは目一杯の条例案であり、我々としてはともかく特化条例が一つでき、これから先を見据えて改善していけばいいというふうに考えておるところであるので、次の検討会までに民間支援団体が提唱するこの条例案をいろいろ検討していただいて、より良いものをつくっていただければ有り難いと思っている。

委員長
・今のご意見で私のほうから情報提供を1つさせていただくと、奈良、和歌山、京都は、自治体が大きい。したがって、1つの重要なテーマはきめ細やかな支援である。地域的な問題もありますが、関西では結構そのような取組がある。
・私も関わったが、京都でも、奈良や和歌山を参考にして、京都の北部に相談室を作っている。相談室を作るにあたり、京都の犯罪被害者支援センターから声を掛けて、その地域の市町村の担当者の方や新聞社の方、それ以外にも北部の警察など、全部で10人ぐらい集まり、何回か会議をして、それを踏まえて京都の福知山というところに相談室を置くということにした。そのときにやはり条例があるのが非常に力になった。条例があって、その各市町村に担当の方がおられるので、非常に大きな力になった。こういうふうに県で条例が作られて、さらに市町村に広まり、そこでバックアップしていただき、きめ細かな支援が実現すると。こういうことになろうかと思う。

・今、支援センターで作っていただいた、今日配付されている条例案は、ご説明あったとおり、先行条例の中の特徴があるものをほとんど網羅的に扱っておられるものなので、今後第2回目、第3回目の検討会議を経て、これの中の取捨選択あるいは万が一それ以外のものがあれば付け加えていただくということになろうかと思う。ただそれは一つの大きな検討課題。

・本来は事務局から条例案を作成されるということであるので、次回辺りにもう少し具体的な例をもう少し詳しく出していただき、それを基にどういう支援ができるのかというのを検討するかどうかを事務局の方でご検討いただき、今後どのように進めていくか。

委員

・本来は「いや、こういうことがあるんですよ、実際に」という話が最も大事かなというふうに思っている。

・条例案を作っているが、これはあくまでも事務局が作る条例案の、参考であるので、このとおりしてもらいたいということでは全くない。

事務局
・支援センターからの条例案等や、委員さんの各意見もご参考にさせていただき、次回の骨子案に作成に取り掛かりたいと思う。

委員

・事務局にもう一つお願いしたいのは、せっかくパブコメをやって、いろんな意見をお聞きになるわけですから、パブコメ結果を検討する4回目の検討会をしていただきた。これは私からの希望である。

・財政的なことがあり、できないというようなことも事務局がおっしゃっていたが、パブコメやる以上は、どんな意見が県民市民から出てくるか、そういうことを反映をさせて、この検討委員会で最終的な条例案を作るということが大事ではないかと思う。

事務局
・検討委員会の進み具合等を考え、必要であれば随時、追加の検討委員会も考えていこうとは思っている。まだ今1回目なので、今の時点で少し第4回目の検討委員会というような開催については約束しかねるが、もちろん進み具合で必要ということであれば検討をさせていただく。

委員長

・いろんな項目があって、その中でそれを全部載せるというのもそれは一つの手ですけれども、やはりそれはちょっと極端過ぎ。かといって余りにも少ないというのもやっぱりこれは不十分である。そうすると、適正なところで、どれぐらいを高知県が目指すのかということが重要な課題になると思う。

・先ほどのような色々な問題は本当にいっぱいあるが、その中でまず条例で規定すべきものというのをここでご検討いただく。さらには、作り方で申し上げておけば、落とすのはいかがかという話が当然出てくるが、それは条例の条文にならなくても、ガイドラインやマニュアル等に落とし込んでやっていくという手法もある。その辺りもまたご検討いただきたい。大抵は取り上げて条文の中に置くか、その下のところで規定してまた次の機会を考えるというようなことになるんだろうと思うので、その重要度の整理とかも非常に重要であり、また条例ができたらそれで完成というわけではないと思うし、条例の運用というのも非常に重要な課題であるので、これは息の長い問題であろうと思う。

委員
・弁護士に関わる部分としては、4ページ8の②の下に、「高知弁護士会、高知被害者支援センター、法テラス高知の関係の歴史」とありますが、今高知県では被害者支援センターまでつながればセンターに弁護士が駆けつけまして、センターでセンターの支援員さんと一緒に被害者の方の相談を聞くという仕組みを作っているので、相談に関しては費用の負担はなく、日弁連などのサービスを使うので、被害者の方に費用負担をかけることはなかなかないが、実際はなかなかここまでもつながってこないという現実がある。

・例えば刑事裁判が終わってから相談に来るとか。告訴を取り下げてからご相談にいらっしゃるというようなこともあって、そうなると、何か訴えたいとか、責任を取ってほしいという場合、民事的な手続をするしかないというような状況である。

・民事的な手続をする費用は被害者が負担するということになるので、つらい目に遭ってさらにお金をかけないと被害回復が図れないというようなことになっているという現状になってしまう。つまり、民事的な手続をしようと思えばその費用は被害者が負担しなければならない。その費用の負担があるという説明を聞いただけで、じゃあ諦めますと

おっしゃる方もいらっしゃるので、こういった支援があると随分違ってくると思う。

委員

・今の補足。センターについて、やはり認知度が非常に低い。その関係でそのセンターにつながる人とつながらない人。高知の場合はセンターにつながれば弁護士につながるが、他府県ではセンターにつながっても弁護士につながらない。そういうことで不利益が非常に生じる。

・例えばこの中に第三者行為傷病届の加害者情報というのがあるが、センターにつながる人とつながらない人で落差が非常に大きい。そこが大きな問題である。センターから我々含め弁護士につながれば、「いやいや、これはもう厚生労働省のペーパーがあるからこれもうコピーして持ってきなさい」と言って持たせて病院等で対応させる。

・弁護士費用の点でいえば、法テラスで立替え制度があるが、その分割弁済を分割で払わなきゃいけない。分割といえども、被害に遭った人が、弁護士費用を法テラスを利用して払わないといけないという現状は一体どうなのかというような問題もある。

委員長

・そういうことで、本当に多くの課題が存在している。それをどのようにここで取り上げて、そしてまたどのように引き継いでいくのかというのが非常に重要な課題だと思うので、一つよろしくお願したい。ほかによろしいか。
　時間も参りましたので事務局のほうにお返しする。
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